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表紙

連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、本株主総会に
おきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から
上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第11回定時株主総会
電子提供措置事項のうち書面交付請求による

交付書面に記載しない事項

株式会社Ｃａｓａ
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 ２社
・主要な連結子会社の名称 株式会社ＣＯＭＰＡＳＳ

株式会社GoldKey Co.,Ltd
　当連結会計年度において、株式会社GoldKey Co.,Ltdの株式を追加取得し、子会社化したため、連結
の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
　なお、株式会社GoldKey Co.,Ltdについては、当第４四半期連結会計期間において、決算日を５月31日
から１月31日に変更しております。この決算期変更に伴い、当連結会計年度においては、企業結合日（み
なし取得日）の翌日である2023年６月１日から2024年１月31日までの８ヶ月間の損益を連結しておりま
す。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

－ 1 －
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　　３～18年
その他　　　　　　　　３～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法
を採用しております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上し
ております。

ハ．債務保証損失引当金
　賃料保証に係る損失に備えるため、滞納率等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループの主要な事業である家賃債務保証事業における主な収益は初回保証料及び継続保証料で
あり、保証委託契約期間の経過に応じて収益を認識しております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果が発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定した上で均等償
却しております。

－ 2 －



2024/03/29 10:54:42 / 23064113_株式会社Ｃａｓａ_招集通知

連結注記表

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　資産に係る控除対象外消費税は発生連結会計年度の期間費用としております。

2．会計上の見積りに関する注記
（求償債権に対する貸倒引当金の計上）
　(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

貸倒引当金　3,168,449千円
（うち、求償債権に対する貸倒引当金　2,977,771千円）

　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　求償債権について、過去３年間における回収実績割合を基礎とした貸倒実績率により貸倒引当金を計
上しております。これは、将来の貸倒損失は過去の貸倒実績に近似するという仮定に基づいておりま
す。なお、求償債権の平均回収期間は長期であるため、経営環境の変化が貸倒実績率に重要な影響を及
ぼす可能性があります。

（株式会社GoldKey Co.,Ltdに係るのれんの評価）
　(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん　2,917,123千円
（うち、株式会社GoldKey Co.,Ltdに係るのれん　385,413千円）

　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、当連結会計年度において、株式会社GoldKey Co.,Ltdの株式を追加取得して子会社化し、取
得原価の配分を行っております。当該取得原価の配分により、のれんが計上されております。
　資産又は資産グループに減損の兆候があると認められる場合には、当該資産又は資産グループから得
られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額とを比較することにより、減損損失を認識する
かどうかの判定を行っております。
　株式会社GoldKey Co.,Ltdに係る資産グループについて、取得原価のうち、のれんに配分された金額
が相対的に多額であることから、減損の兆候があると判断し、当該資産グループから得られる割引前将
来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額とを比較いたしました。その結果、割引前将来キャッシュ・フ
ローが帳簿価額を上回るため、減損損失は認識しておりません。

－ 3 －
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 206,529千円

　なお、割引前将来キャッシュ・フローは、当社の取締役会において承認された株式会社GoldKey 
Co.,Ltdの将来計画を基礎としております。当該将来計画において、グループのシナジー効果を前提とし
て売上高が継続的に増加すると見込んでおります。これは、売上高を変動させる要素である単価及び件
数のうち、主に件数について、今後のグループ推進力に基づく営業施策により増加するとの仮定に基づ
いております。
　減損損失の認識要否の検討に使用した将来計画は、上記の仮定を含んでいるため不確実性があり、計
画と実績に乖離が生じる場合、翌連結会計年度以降において当該のれんについて減損損失が認識される
可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務
賃料保証による保証債務（家賃の２ヶ月分相当額）は、次のとおりであります。

賃料保証による保証債務相当額　　　　　　　　　99,996,153千円

４．連結損益計算書に関する注記
顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧
客との契約から生じる収益の金額は、「７．収益認識に関する注記　(1) 顧客との契約から生じる収益を分
解した情報」に記載しております。

－ 4 －
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普通株式 11,350,500株

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配 当 額 （ 円 ） 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 3 年 ４ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 300,160 30円00銭 2023年１月31日 2023年４月28日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年４月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 301,670 30円00銭 2024年１月31日 2024年４月30日

普通株式 1,610,600株

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要資金を主に自己資金で賄っております。なお、投機的な取引は行わない方針で
あり、デリバティブ取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である売掛金及び未収入金は、不動産管理会社、集金代行会社及び賃借人等の信用リスクに
晒されております。当該リスクについては、取引相手ごとの期日管理及び残高管理を行うことによっ
て、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　求償債権は、賃借人の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、取引履歴を蓄積し、
独自の審査システムを構築することで、信用リスクの定量的な把握・管理を行っております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式及び資本提携を目的とした株式であり、市場価格
のない株式等以外のものについては市場価格の変動リスクに、市場価格のない株式等については投資先
の信用リスクに晒されておりますが、定期的に市場価格や投資先の財務諸表等を把握し、当該企業との
関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　営業債務である買掛金は、通常１ヶ月以内の支払期日であります。未払法人税等は、そのほぼ全てが
２ヶ月以内に納付期限の到来するものであります。預り金は、主として賃借人からの家賃の一時預り金
であります。長期借入金は運転資金として金融機関から調達したものであります。これらは、流動性リ
スクに晒されており、当該リスクは、各部門からの報告等に基づき、支払に係る情報を把握し、財務課
が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、現金及び預金残高を勘案して管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。

－ 6 －
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

① 求償債権 4,528,423

貸倒引当金 (*3) △2,977,771

1,550,652 1,550,652 －

② 投資有価証券 144,956 144,956 －

資産計 1,695,608 1,695,608 －

① 長期借入金 (*4） 192,508 189,005 △3,502

負債計 192,508 189,005 △3,502

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 24,998

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2024年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり

ます。

(*1) 「現金及び預金」、「買掛金」、「未払法人税等」及び「預り金」については、現金であるこ
と、及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。また、「売掛金」及び「未収入金」については、短期間で決済されるものであ
り、回収リスク等に応じた貸倒引当金を計上しているため、時価は連結決算日における連結貸借
対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額と近似すると判断していることから、記載を省
略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「② 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(*3) 求償債権に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(*4) １年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

－ 7 －



2024/03/29 10:54:42 / 23064113_株式会社Ｃａｓａ_招集通知

連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 144,956 － － 144,956

資産計 144,956 － － 144,956

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

求償債権 － － 1,550,652 1,550,652

資産計 － － 1,550,652 1,550,652

長期借入金 － 189,005 － 189,005

負債計 － 189,005 － 189,005

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

－ 8 －



2024/03/29 10:54:42 / 23064113_株式会社Ｃａｓａ_招集通知

連結注記表

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
求償債権

求償債権については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を控除した金額に近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっており、レベル３の時価に分類しております。

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

変動金利によるものについては、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額に
近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものについ
ては、残存期間及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値により算定しております。
これらは、レベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度

（千円）
売上計上に際して適用される会計基準

初回保証料 5,654,358 「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号　2019年７月４日）等継続保証料 5,465,268

その他 104,457
「収益認識に関する会計基準」（企業会

計基準第29号　2020年３月31日）等

外部顧客への売上高 11,224,085 －

当連結会計年度

（千円）

顧客との契約から生じる収益 104,457

初回保証料及び継続保証料 11,119,627

外部顧客への売上高 11,224,085

７．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの主な収益である初回保証料及び継続保証料は、「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号　2019年７月４日）等に従って売上を計上しているため、「収益認識に関する会計基準」
（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用しておりません。

その他の売上については、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31
日）等を適用しております。

顧客との契約から生じる収益を分解した情報については、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基
準第29号　2020年３月31日）等の対象となる収益に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当社グループの報告セグメントは家賃債務保証事業のみであり、外部顧客への売上高を分解した情報
は、以下のとおりであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

－ 10 －
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連結注記表

(1) １株当たりの純資産額 719円29銭
(2) １株当たりの当期純利益 60円35銭

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

①　契約負債の残高等
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

②　残存履行義務に配分した取引価格
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 11 －
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　３～18年
工具、器具及び備品　３～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについて
は、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によってお
ります。
のれんは、その効果が発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定し
た上で均等償却しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度
に負担すべき額を計上しております。

③　債務保証損失引当金 賃料保証に係る損失に備えるため、滞納率等を勘案し、損失負担見込額
を計上しております。

－ 12 －
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個別注記表

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社の主要な事業である家賃債務保証事業における主な収益は初回保証料及び継続保証料であり、保証
委託契約期間の経過に応じて収益を認識しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 資産に係る控除対象外消費税は発生事業年度の期間費用としておりま

す。

２．会計上の見積りに関する注記
（求償債権に対する貸倒引当金の計上）

(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額
貸倒引当金　3,168,449千円
（うち、求償債権に対する貸倒引当金　2,977,771千円）

(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　求償債権について、過去３年間における回収実績割合を基礎とした貸倒実績率により貸倒引当金を計
上しております。これは、将来の貸倒損失は過去の貸倒実績に近似するという仮定に基づいておりま
す。なお、求償債権の平均回収期間は長期であるため、経営環境の変化が貸倒実績率に重要な影響を及
ぼす可能性があります。

（関係会社株式及び関係会社貸付金の評価）
(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式　　　　303,100千円
関係会社長期貸付金　  36,000千円

(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　関係会社株式については、実質価額が帳簿価額を著しく下回った場合、将来計画に基づき、回復可能
性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、実質価額まで帳簿価額を減額し、減損損失を計上す
ることとしております。
　当事業年度において、株式会社COMPASSについては、実質価額が帳簿価額30,000千円を著しく下
回っているものの、株式会社COMPASSの将来計画に基づき評価した結果、取得価額までの回復可能性
が見込まれるため、減損損失は計上しておりません。また、株式会社GoldKey Co.,Ltdについては、株
式会社GoldKey Co.,Ltdの取得時における事業計画と実績の比較分析や将来計画に基づき評価した結
果、超過収益力等を加味した実質価額が帳簿価額を下回っていないため、減損損失は計上しておりませ
ん。

－ 13 －
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 203,942千円

賃料保証による保証債務相当額 99,996,153千円

短期金銭債権 4,997千円
短期金銭債務 3,979千円

営業取引 34,509千円
営業取引以外の取引高 62,122千円

普通株式 1,294,824株

　関係会社長期貸付金については、個別に財政状態及び経営成績等の状況を勘案し、将来計画を使用し
て貸倒引当金の計上要否を検討しております。当事業年度末において、関係会社長期貸付金について貸
倒引当金は計上しておりません。
　関係会社株式の減損損失の計上要否の検討及び関係会社貸付金に係る貸倒引当金の計上要否の検討に
使用した将来計画は、当社の取締役会において承認された関係会社の将来計画を基礎としております。
当該将来計画において、グループのシナジー効果を前提として売上高が継続的に増加すると見込んでお
ります。これは、売上高を変動させる要素である単価及び件数のうち、主に件数について、今後のグル
ープ推進力に基づく営業施策により増加するとの仮定に基づいております。
　関係会社株式の減損損失の計上要否の検討及び関係会社貸付金に係る貸倒引当金の計上要否の検討に
使用した将来計画は、上記の仮定を含んでいるため不確実性があり、計画と実績に乖離が生じる場合、
翌事業年度以降において関係会社株式について減損損失が計上又は関係会社長期貸付金について貸倒引
当金が計上される可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務
賃料保証による保証債務（家賃の２ヶ月分相当額）は、次のとおりであります。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

－ 14 －
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個別注記表

繰延税金資産
貸倒引当金 970,179千円
未払事業税 22,489千円
前受金 1,420,910千円
賞与引当金 29,908千円
債務保証損失引当金 46,891千円
投資有価証券評価損 29,578千円
その他 171,744千円

繰延税金資産小計 2,691,702千円
評価性引当額 △68,821千円
繰延税金資産合計 2,622,881千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △4,595千円
繰延税金負債合計 △4,595千円
繰延税金資産の純額 2,618,285千円

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 15 －
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個別注記表

種類
会社等
の名称
又は
氏名

所在地
資本金
又は

出資金
(百万円)

事業の
内容
又は
職業

議決権
等の
所有

(被所有)
割合
(%)

関連
当事者
との
関係

取引
内容

取引
金額

(千円)
科目

期末
残高

(千円)

主要
株主

リコー
リース
株式会

社

東京都
千代田

区
7,896

リース&
ファイナ
ンス事業
サービス

事業
インベス
トメント

事業

被所有
直接

13.86

収納代
行サー
ビス等
の利用

収納代
行サー
ビス等
の利用
(注)

272,472

未収入金 769,908

未払金 28,516

種類
会社等
の名称
又は
氏名

所在地
資本金
又は

出資金
(千円)

事業の
内容
又は
職業

議決権
等の
所有

(被所有)
割合
(%)

関連
当事者
との
関係

取引
内容

取引
金額

(千円)
科目

期末
残高

(千円)

役員
宮地
正剛

－ －
当社代
表取締
役社長

被所有
直接
7.75

当社代
表取締
役社長

新株予
約権の
行使
(注)

12,000 － －

７．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針
収納代行サービス等の利用については、一般的な取引条件を参考に、両者協議の上、サービスの利用

料として妥当な価格により決定しております。

（2）役員及び個人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針
当事業年度のストック・オプションの権利行使による払込金額を記載しております。
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個別注記表

(1) １株当たりの純資産額 732円00銭
(2) １株当たりの当期純利益 69円73銭

８．収益認識に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 17 －


